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過去3年間の顧客等からの著しい迷惑行為及び就活等セクハラの発生状況
に関する業種別の特徴（企業調査）
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建設業(n=680)

製造業(n=1737)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=35)

情報通信業(n=335)

運輸業、郵便業(n=574)

卸売業、小売業(n=1235)

金融業、保険業(n=156)

不動産業、物品賃貸業(n=99)

学術研究、専門・技術サービス業(n=148)

宿泊業、飲食サービス業(n=235)

生活関連サービス業、娯楽業(n=123)

教育、学習支援業(n=289)

医療、福祉(n=1093)

複合サービス事業(n=107)

その他サービス業(n=724)

その他(n=205)

顧客等からの著しい迷惑行為に関する相談がある

顧客等からの著しい迷惑行為に関する相談はない

顧客等からの著しい迷惑行為に関する相談の有無を把握していない

顧客等からの著しい迷惑行為に関する相談の有無（業種別）
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卸売業、小売業(n=1234)

金融業、保険業(n=156)
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学術研究、専門・技術サービス業(n=148)

宿泊業、飲食サービス業(n=235)

生活関連サービス業、娯楽業(n=123)

教育、学習支援業(n=289)

医療、福祉(n=1092)

複合サービス事業(n=107)

その他サービス業(n=724)

その他(n=205)

就活等セクハラに関する相談がある

就活等セクハラに関する相談はない

就活等セクハラに関する相談の有無を把握していない

就活等セクハラに関する相談の有無（業種別）

※調査対象：調査に回答した全ての企業（無回答・無効回答を除く）(n=7,768)※調査対象：調査に回答した全ての企業（無回答・無効回答を除く）(n=7,775)

○ 企業調査における相談件数の有無について、業種別に割合が高い上位３つの業種を見ると、

・ 顧客等からの著しい迷惑行為では、「医療、福祉」（53.9%）、「宿泊業、飲食サービス業」（46.4%）、「不動産業、物品賃貸

業」（43.4%）であり、

・ 就活等セクハラでは、いずれの業種でも3.0%未満であるが、「電気・ガス・熱供給・水道業」（2.9%）、「宿泊業、飲食サービス

業」（2.1%）、「教育、学習支援業」（1.4%）である。

○ 顧客等からの著しい迷惑行為については、各ハラスメントの中で業種のばらつきが最も顕著（最上位と最下位は45.1%差）である。


